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5.1 1,596 △ 17.6

  
１ 株 当 た り
当期純利益

潜在株式調整
後１株当たり
当期純利益

株 主 資 本
当期純利益率

総 資 本
経常利益率

売 上 高
経常利益率

百万円 ％ 円　　銭 円　　銭 ％ ％ ％

12� 403 △ 56.0 14.83 12.29 1.9 3.6 3.2

(注)①持分法投資損益 12年 3月期    10 百万円          11年 3月期    38 百万円

     ②有価証券の評価損益 △ 1,491 百万円

デリバティブ取引の評価損益 △ 1 百万円

     ③会計処理の方法の変更 無

     ④売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率

(2)連結財政状態

百万円 百万円 ％ 円　　銭

12年 3月期 41,439 20,677 49.9 775.7812年 3月期

41,439



（兼松エレクトロニクス） 
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１．企業集団の状況 





（兼松エレクトロニクス） 
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２．経 営 方 針 
 

1. 経営の基本方針 
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（兼松エレクトロニクス） 
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３．経 営 成 績 
 

1. 当期の概況 

 西暦２０００年を迎え、わが国経済は政府の懸命の景気対策により、９０年代のデフレ経済に決別して浮上

の道筋に移行できるかどうかの小康状態まで辿り着いたと思われます。 

 昨年から今年にかけては、情報通信分野を中心に設備投資の積極化も聞かれ、日経平均株価も２万円台に回

復するなど景気はマイナスからゼロ、さらにプラスに向けたベクトルを模索し始めるところまで持ち直しの兆

しを見せております。 

  



（兼松エレクトロニクス）



（兼松エレクトロニクス） 
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４．連結財務諸表等

科   







（兼松エレクトロニクス） 
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(3) 連結剰余金計算書 （単位：千円）



（兼松エレクトロニクス） 
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(4) 連結キャッシュ・フロー計算書 （単位：千円）

期   別  当 連 結 会 計 年 度

(
自 平成11年4月１日
至 平成12年3月31日 )

  科   目 金　　　額

 Ⅰ  営業活動によるキャッシュ・フロー
税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 623,873 
減 価 償 却 費 1,050,637 
投 資 有 価 証 券 評 価 損 932,526 
退 職 給 与 引 当 金 の 増 加 額 101,198 
賞 与 引 当 金 の 減 少 額
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投 利 証 券 評 価 損
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（兼松エレクトロニクス） 
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注 記 事 項 
 





（兼松エレクトロニクス） 
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（単位：千円）

当 連 結 会 計 年 度 前 連 結 会 計 年 度

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引に係る注記

 2. 貸手側  2. 貸手側

 (1) 固定資産に含まれているリース物件の取得価  (1) 固定資産に含まれているリース物件の取得価

     額、減価償却累計額および期末残高      額、減価償却累計額および期末残高

 (2) 未経過リース料期末残高相当額  (2) 未経過リース料期末残高相当額

 (3) 受取リース料、減価償却費および受取利息相  (3) 受取リース料、減価償却費および受取利息相

     当額      当額

 (4) 利息相当額の算定方法  (4) 利息相当額の算定方法

利息相当額の算定方法は、リース料総額とリース

物件の借手に対する現金販売価額との差額とし、 同　左

各期への配分は利息法によっております。

オペレーティング・リース物件に係る注記

 1. 借手側  1. 借手側

  未経過リース料   未経過リース料

5,395 6,466

4,804 1,711

10,200 8,178

 2. 貸手側  2. 貸手側

  未経過リース料   未経過リース料

345,949 435,831

438,942 489,113

924,945    ﾈ+xﾈ+x  







（兼松エレクトロニクス） 
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６．生産、受注及び販売の状況 
 

(1) 生産実績 

該当事項はありません。 

 

 

 

 

(2) 受 注 状 況 （単位：千円）





（兼松エレクトロニクス） 


